
静岡県監査委員告示第21号

令和８年８月13日付けで受け付けた静岡県職員措置請求について、地方自治法（昭和22年法律第67号）第

242条第５項の規定に基づき監査した結果を次のとおり公表する。

令和８年10月20日

静岡県監査委員 山下 和俊

静岡県監査委員 松本 早巳

静岡県監査委員 増田 享大

静岡県監査委員 河原崎 聖

第１ 請求人

浜松市中央区雄踏町宇布見5211-1 星野 光央

第２ 監査の請求

１ 措置請求書の受付

令和８年８月13日 静岡県職員措置請求書（以下「措置請求書」という。）受付

２ 請求の内容

静岡県職員措置請求書

静岡県知事に関する措置請求の要旨

１ 請求の要旨

だれが。（県の執行機関又は職員）：監査委員事務局総務課

前監査委員 Ａ 及び Ｂ ２名

いつ、どのような財務会計行為を行ったのか。：

令和７年８月８日 監査委員の報酬として

日当報酬 ３６,８００円

旅費等 ４,９６２円 Ａ に支出した。

令和７年８月８日 監査委員の報酬として

日当報酬 ３６,８００円

旅費等 １,９４８円 Ｂ に支出した。

（本請求の経緯）



１度却下された。違法に却下された場合は、再度住民監査請求は認められる。ところが、２度目

も却下された。そしてこの度、１度目の住民訴訟の判決が出た。要は、「却下は法に違う」、と裁

判官が判断した。

通常、住民監査請求は、支出行為から１年以内だが、住民訴訟中は、日数の進行が止まらなけれ

ばつじつまが合わなくなる。なぜなら、判決文が出たのは、８月６日。そして、原告である私のも

とに届いたのは８月７日（金）。この時点で、間に合わない。私は浜松市に住んでおり、静岡県庁

は静岡市にある。

郵便で出しても、最速で８月８日（土）である。この日は休日で、職員は不在のため、配達され

ても、受付されない。受付は８月１０日（月）である。これでは、住民監査請求が正式に受理され

ない。

では、受け取った８月７日（金）に、住民監査請求書を作り、直接届ければいいのか。出向いた

としても、担当の職員がいなければ、受付されない。直接届けなければならない、という制度は非

現実的である。

それに、今回はたまたま家に人がいたから、受け取れたが、不在であれば、郵便局員に持ち帰ら

れた。受け取るのは７日（金）の夜、又は８日（土）の午前だった可能性もある。そうなれば、７

日（金）に直接県庁に届けることは不可能である。

それでも、判決を見越して、事前に住民監査請求を出せ、というのか。判決文に、前回の却下が

違法と書かれていたら受理、書かれていなければ却下、とするのだろうか。この事件は裁判官の都

合で８月６日（金）に判決が出されたが、８月２０日（木）の可能性もあった。裁判官の都合次第

で、もうどうにもならない。

そうであるならば、日数のカウントを止める、と考えるのが常識的である。期日がわかっている

被告答弁書が作成された６月１０日（もっと前でもいいが期日を示す文書が手元にない）を基準と

して、判決文が出された８月６日（受け取った８月７日でもいい）の間は、日数のカウントを止め

る。約２ヶ月分。そうすれば、この請求が、支出行為から１年を超えていることに正当な理由があ

ることになる

その行為は、どのような理由で違法又は不当なのか。：

令和７年７月２５日に行われた陳述機会に参加した対価として、報酬が支出された。だが、それ

は適法に職務を遂行した場合にのみ支給される。それが法治国家である。静岡県は、法治国家日本

の地方公共団体の１つである。

ところが、両名は、態度が悪かった。請求人が提出した書類を受け取ってもない状態で、陳述の

場に現れた。机の上に、積み上げられていた委員もいた。要は、読んでいないのだ。読まずに、陳

述の機会に現れた厚顔無恥には、恐れ入る。その結果、質問すらできなかった。つまり、その場に

いても不要な存在。請求人からすれば目障り、参加者からすれば、場の空気を汚す存在だったの

だ。



これは、違法である。なぜか。違法であるとは、地方自治法違反である。地方自治法には、監査

基準に従わなければならない、とされている。監査基準は、静岡県で作成されている。その監査基

準に従わなければならない。特別職、議員監査委員も例外ではない。この事実を叩き込め。

その中に、

「監査委員は、高潔な人格を維持し、誠実に」

等とある。高潔な人格者が、陳述機会の場に現れて、県民から「態度が悪い」などと評価を受け

ることはあり得ない。それも請求人を目の前にして、そのような評価を受けることは、絶対にあり

えない。常識ある県民なら、ここで言っている意味を即座に理解できる。「人前に出る」というこ

とは、「人から評価される」ことを認識するからである。

「どうみられるか」「どう感じるか」を認識すら、脳内に絣すらしない者が、高潔な人格者である

はずがない。当然、維持もできない。

それに、高潔な人格を維持できるのは、高潔な人格者に限られる。そもそも、高潔な人格者では

ない者に、この監査基準を絶対遵守することは不可能なのである。監査業務を行う間中、高潔な人

格の維持が求められるのだから。

その行為により、どのような損害が県に生じているのか。：

支出した報酬及び旅費等が全て損害

平然と法令等を破るのが静岡県監査委員だと認識させ「静岡県の違法及び不当が、適切に監査さ

れるわけがない」と全国民から馬鹿にされ、恥ずかしい思いをさせられているのが静岡県民であ

る。

静岡県の損害は、静岡県民約３４５万人の損害である。職員らも静岡県民であるのだが、責任は

誰にあるというのか。知事か、監査委員か、職員か、県民か。大きな損害となる。

どのような措置を請求するのか。：静岡県が、

議員選出の監査委員に「監査委員の任期を守り、務めを果たす」と書かれた誓約書の提出を求め

ること。（提出できないのは、任期途中で辞める予定証拠だ）

監査委員に、「監査基準」を守れないことは、違法であることを徹底すること。

監査委員に、「監査基準」を守れないことは、違法であることを伝えても、監査基準を順守でき

ないとしたら、その監査委員の過失、重過失、又は故意であることを明らかにすること。

人格が高潔ではない者を、違法に、監査委員に選任しないこと。

人格が高潔ではない者を、違法に、議員から監査委員にしないこと。

監査基準を絶対遵守できない監査委員は、事務局職員の士気を圧倒的に低下させていることを自

覚し、即座に改善措置を講ずること。（例えば、代表監査委員が、指揮して、違法監査委員を改め

させるなど）

違法な監査委員の存在を、絶対に許さない、と表明すること。

監査委員に「監査基準」の絶対遵守を徹底させること。



（注）１ 措置請求書原文に即して記載したが、明らかな誤記は修正した。また、Ａ～Ｃは原文では

実名で記載されている。

２ 令和８年８月13日に、追加資料として資料１から８までが別途提出された（内容は省

略）。

３ 請求の要件審査

監査の実施に当たり、本件措置請求が地方自治法(昭和22年法律第67号。以下「自治法」という｡）

第242条に規定する要件に適合しているか否かについて審査を行ったところ、請求人は措置請求書に

記載された場所に住所を有しており、また、本件措置請求のうち令和７年８月29日に支出した旅費の

支出に関する請求については財務会計行為に係るものであり、その他の同条所定の要件も具備してい

るものと認められるので、令和８年９月９日に受理することを決定した。

なお、本件措置請求のうち令和７年８月８日に支出した日当報酬の支出に関する請求については、

支出日から本件措置請求を受け付けた日までに１年を経過しており、請求人は、「住民訴訟中は、日

数の進行が止まらなければつじつまが合わなくなる。」と主張するが、住民訴訟中は住民監査請求の

日数が止まるという法令上の規定はなく、正当な理由があるとは認められないことから、当該部分に

ついては却下とし、監査を実施しないことを決定した。

第３ 監査の実施

１ 監査対象事項

措置請求書の記載等から、請求人は、令和７年７月25日に行われた住民監査請求の陳述に参加した

前監査委員Ａ及びＢ（以下「両前監査委員」という。）に対して支出した旅費が公金の支出として違

法な財務会計行為であると主張し、旅費の全額を返還請求する措置を求めているものと解し、自治法

第242条第１項に規定する以下の事項を監査対象事項とした。

・「違法又は不当な公金の支出」は存在するか。

自己都合を優先して、監査委員の任期を守れないような（人格が高潔ではない）者を監査委員と

して、違法な支出を避けるため、聖域なき財政支出改革を行うと表明したＣ副知事に、監査委員こ

そ削減または出勤させないようにして、無駄な支出を削減する施策を講じさせること。

２ 請求者

住所 静岡県浜松市中央区雄踏町宇布見５２１１－１

氏名 星野 光央

地方自治法第242条第１項の規定により別紙事実証明書を添え必要な措置を請求します。

令和８年８月12日

静岡県監査委員 様



２ 監査対象機関

静岡県出納局集中化推進課

３ 請求人の陳述

請求人に対して自治法第242条第７項の規定により陳述の機会を設けたが、請求人は、陳述を行わな

かった。

第４ 監査の結果

１ 認定した事実

監査の結果、認定した事実は次のとおりである。

(1) 事実関係

ア 両前監査委員は、令和７年５月19日から令和８年5月18日まで静岡県の非常勤の監査委員の職

にあった者である。

イ 両前監査委員は、令和７年７月25日に行われた住民監査請求の陳述に出席している。

(2) 非常勤の監査委員の旅費の支給に関する規程

普通地方公共団体の非常勤の監査委員の旅費については、自治法第203条の２第３項において、

非常勤の監査委員は、職務を行うため要する費用の弁償を受けることができるものとされ、同条第

５項において、費用弁償の額及びその支給方法は条例で定めなければならないものとされている。

当該規定を受けて、本県においては、非常勤の監査委員の費用弁償の支給に関して特別職の職員

等の給与等に関する条例（昭和46年静岡県条例第25号）を定めており、令和７年度当時の規定は

次のとおりであった。

○特別職の職員等の給与等に関する条例（昭和46年静岡県条例第25号、令和７年度施行時）（抜

粋）

（費用弁償）

第６条 非常勤の特別職の職員が公務のため旅行した場合には、その者に対し、当該旅行に要し

た費用を弁償する。

５ 議員以外の非常勤の特別職の職員の費用弁償の額は、別表第４に掲げるとおりとする。

別表第４（第６条関係）

非常勤の特別職の職員の費用弁償

区分 費用弁償額

非常勤の監査委員 行政職給料表の 10 級の職務にある職

員の旅費額に相当する額



( 3 ) 「令和７年７月 25 日に行われた住民監査請求の陳述」に伴う旅費の支出

ア 静岡県財務規則第 79 条及び「静岡県財務規則の施行について（通達）」第 36 の規定により、

旅費の支出については、集中化推進課が処理することとされている。また、同通達において本庁

の課長は静岡県財務規則第 102 条各号に掲げる書類（請求又は支出の金額の基礎を明らかにする

書類等）を集中化推進課長に回付することによって支出命令の事務を依頼すること、この場合に

おいて、静岡県財務規則第 101 条第１項各号に定める事項（法令又は契約に違反していないこと

等）を調査し適当と認めたものを回付しなければならないものであると定められている。これら

の規定に基づき、事業を所管する課は、監査委員の旅費については、職員が旅費計算システムに

実績を入力し、監査課及び総務課の担当者が旅行経路の確認等を行い、集中化推進課は、旅費計

算システムに入力された情報を基に支出処理を行う。

イ 令和７年７月 25 日に行われた住民監査請求の陳述に伴う両前監査委員の旅費については、上

記規定に基づき、集中化推進課は、令和７年８月 29 日に両前監査委員に対し、旅費の支出を行

った。

２ 判断

第４の１の認定した事実等に基づき、本件措置請求について次のとおり判断する。

(1) 両前監査委員に支出した旅費の違法性・不当性の有無

請求人は、住民監査請求の陳述に参加した両前監査委員の人格が高潔でなく、人格が高潔ではな

い者が監査基準を遵守することはできないことから、監査基準に従うことと規定された自治法に違

反しているため、両前監査委員に対して支出した旅費が違法であると主張している。

しかしながら、請求人は、令和８年１月19日に同内容の住民監査請求を行い、同年３月18日付け

で発出された却下通知を不服として、同年４月17日に住民訴訟を提起したが、同年８月６日に静岡

地裁判決(棄却）が確定している。

当該判決において、「監査委員の人格が高潔であるかなど監査委員が任命の実体要件を満たして

いるか否かや、ひいては本件監査基準を順守できる人物であるか否かといった点は、報酬及び旅費

の支払をする財務会計職員においてその支出に当たって逐一確認すべき義務を負うような類の事柄

とはいえず、県の財務会計職員としては、支出先である監査委員が適式の任命手続を経て任命され

た県の非常勤の職員に当たるかどうか並びに報酬及び旅費の支払の実質を要する出勤の事実があっ

たかどうかを審査すれば、財務会計職員としての義務を果たしているものといえるというべきであ

る。上記の原告の主張は、被告の財務会計職員としての財務会計上の義務違背の違法を摘示するも

のとはいえず、その他原告は、本件各支出について被告の財務会計上の違法を主張するものではな

い。」と判示されているため、請求人の主張は、旅費を支出する財務会計職員としての財務会計法

規上の違法性・不当性を摘示するものとはいえず、両前監査委員に支出した旅費が違法又は不当で

あるということはできない。

(2) 自治法第242条第１項に規定する「違法又は不当な公金の支出」は存在するか。



両前監査委員に対する旅費の支出については、違法又は不当ということはできず、支払手続につ

いても静岡県財務規則等に反しているとは認められない。

したがって、「違法又は不当な公金の支出」は存在しない。

３ 結論

以上のことから、本件措置請求のうち令和７年８月８日に支出した日当報酬の支出に関する請求に

ついては、請求期間の１年を経過しており、その後に請求できる「正当な理由」も認められないため

自治法第242条の所定の要件を欠いていることから却下する。

令和７年８月29日に支出した旅費の支出に関する請求については、県には「違法又は不当な公金の

支出」は存在しないため、請求人の主張に理由があると認めることはできず、本件措置請求は棄却す

る。


